
令和 4 年度 一般会計・特別会計決算

（速報値）について

浜 松 市 
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 ○表示単位未満を四捨五入しているため、内訳と合計や、伸び率等の計が一致しないこと
がある。
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１　一般会計決算の概要

(単位：千円)

比　　較
R4-R3

1 歳入総額 395,979,830 394,573,134 1,406,696

2 歳出総額 381,377,042 383,395,923 △ 2,018,881

3 形式収支（1-2) 14,602,788 11,177,211 3,425,577

4 翌年度繰越財源 5,399,528 4,040,032 1,359,496

5 実質収支(3-4) 9,203,260 7,137,179 2,066,081

6 単年度収支（5-前年度5) 2,066,081 725,716 1,340,365

7 積立金（財政調整基金） 4,316,371 3,715,067 601,304

8 繰上償還金 0 0 0

9 5,000,000 0 5,000,000

10 1,382,452 4,440,783 △ 3,058,331

○実質収支とは

○実質単年度収支とは

２　市税、交付税など

(単位：千円)

比　　較
R4-R3

1 市税決算額 150,582,086 145,001,157 5,580,929

2 普通交付税 30,608,592 32,643,741 △ 2,035,149

3 特別交付税 3,039,158 2,382,507 656,651

(1)財政調整基金 13,798,070 14,481,699 △ 683,629

(2)その他 36,928,952 38,300,095 △ 1,371,143

　合　計 50,727,022 52,781,794 △ 2,054,772

区　　　　分 R4決算見込 R3決算

基金取崩額（財政調整基金）

実質単年度収支(6+7+8-9)

4
基
金
残
高

歳入決算総額から歳出決算総額を引いた額（形式収支）から翌年度に繰越すべき財源を引いた額。

単年度収支のなかには、実質的な黒字要素や赤字要素が含まれている。これらを控除した単年度収支。

区　　　　分 R4決算見込 R3決算
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３　財政指標

（１）普通会計における財政指標
比　　較
R4－R3

財政力指数（３ヶ年平均） 0.83 0.85 △0.02 0.84

単年度 0.82 0.81 0.01

経常収支比率 90.1% 88.1% 2.0ポイント 92.8%

臨財債等を含まない　※1 96.3% 96.5% △0.2ポイント 100.2

※1　臨時財政対策債及び減収補てん債を経常一般財源等から除いた場合の経常収支比率

※2　R3決算政令市平均は20都市の単純平均

  財政力指数　（基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値、過去3か年平均）

  経常収支比率

（２）財政健全化法における指標
比　　較
R4－R3

実質赤字比率 黒字 黒字 -

連結実質赤字比率 黒字 黒字 -

実質公債費比率　※1 4.4% 4.8% △0.4ポイント 7.3％

- - -
（△43.4%） （△42.2%） （△1.2ポイント）

※1　実質公債費比率における類似政令市8都市の加重平均は、R3年度決算で6.0%

※2　将来負担比率は、充当可能財源等が将来負担額を上回るため「-」とし、参考として（ ）内に上回る

　　 額の比率をマイナス（△）で表示

※3　R3決算政令市平均は20都市の単純平均

  将来負担比率
（一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負債等の標準財政規模を基本とした額に
対する比率。将来財政を圧迫する可能性を示すもの。）

　引き続き算定されていない。
　※分子となる将来負担額の増、分母における標準財政規模の減により参考値は対前年度1.2
　　 ポイントの減。

将来負担比率　※2 72.8％

  実質公債費比率 
（一般会計等が負担する元利償還金及び凖元利償還金の標準財政規模を基本とした額に対する比率。資金
繰りの危険度を示すもの。）

　 主に元利償還金の減により分子が減となり、比率が改善。

　GIGAスクールへの対応にかかる経費やエネルギー価格上昇に伴う光熱費のほか、障害者自立支
援給付件数や保育児童数の増に伴う扶助費等、経常経費の増に加え、普通交付税や臨時財政対
策債等の経常一般財源が減少したため、経常収支比率が上昇。

区　　　　分 R4決算見込 R3決算
R3決算

政令市平均※3

（義務的経費などの経常経費に経常一般財源がどの程度充当されているかにより財政構造の弾力性を示す
指標）

区　　　　分 R4決算見込 R3決算
R3決算

政令市平均※2

　 法人事業税交付金及び地方消費税交付金の増などによる基準財政収入額の増の一方、幼児教
育・保育の無償化などによる基準財政需要額の増に伴い、3ヵ年平均財政力指数は前年比△0.02
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（３）　市債残高

○会計別市債残高 (単位：千円)

プライマリーバランス R4年度末残高

元金償還B 借入C D=B-C A-D

一般会計 249,445,629 39,594,122 39,406,300 187,822 249,257,807

特別会計 1,724,729 163,285 0 163,285 1,561,444

企業会計 180,581,632 15,938,564 16,287,300 △348,736 180,930,369

431,751,991 55,695,971 55,693,600 2,371 431,749,620

544 - - - 546

※各残高は、満期時に一括して償還する市場公募債の償還準備のために行う減債基金への

　積立金を償還したものとみなしている。

区　　　　分
R3年度
末残高A

R4年度決算見込

合　　計

一人あたり残高

・R4年度末の市債残高は4,317億円となり、中期財政計画の計画値4,558億円に対し、
　約240億円の減。

・R4年度末市債残高4,317億円に対する市民一人あたりの残高は546千円となり、中期
　財政計画の計画値である577千円以下を達成。

・市債の借入額を償還額以下とし、元金ベースのプライマリーバランスを維持するこ
  とで、市債残高を着実に削減。
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４　会計別歳入歳出決算見込額調

(歳入歳出決算額の前年度比較) (単位：百万円）

R4 R3 増減額 R4 R3 増減額 R4 R3

決算見込
(A)

決算額
(B)

(A)-(B)
決算見込
(C)

決算額
(D)

(C)-(D) (A)-(C) (B)-(D)

2
国民健康保険事業特
別会計

77,354 78,302 △ 948 74,343 74,722 △ 379 3,011 3,580

3
母子父子寡婦福祉資
金貸付事業特別会計

321 267 54 134 110 24 187 157

4
介護保険事業特別会
計

70,898 70,094 804 69,002 68,380 623 1,896 1,715

5
後期高齢者医療事業
特別会計

11,026 10,526 500 10,988 10,489 498 38 37

6
と畜場・市場事業特
別会計

341 307 34 341 307 34 0 0

7
農業集落排水事業特
別会計

170 165 6 170 165 6 0 0

8
中央卸売市場事業特
別会計

824 637 186 792 615 176 32 22

9
公共用地取得事業特
別会計

0 45 △ 45 0 45 △ 45 0 0

10 育英事業特別会計 70 85 △ 14 61 72 △ 11 10 13

11
学童等災害共済事業
特別会計

5 5 0 4 3 0 2 2

12
小型自動車競走事業
特別会計

18,041 15,920 2,121 17,307 15,212 2,096 734 709

13 駐車場事業特別会計 424 418 6 409 406 3 14 11

14 公債管理特別会計 46,395 48,500 △ 2,105 46,395 48,500 △ 2,105 0 0

225,870 225,272 598 219,946 219,026 920 5,924 6,246

※表示単位未満四捨五入のため、内訳と合計や増減の計算が一致しないことがある。

602,422 △ 1,099 20,527 17,423

383,396 △ 2,019 14,603 11,177

601,323

会　計　名

歳　　入 歳　　出 歳入 - 歳出

1 一  般　会　計 395,980 394,573 1,407 381,377

特別会計 計

総　合　計 621,850 619,845 2,005
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〈歳入〉 (単位:千円）

1 市税 150,582,086 145,001,157 5,580,929

2 地方譲与税 3,680,467 3,684,027 △ 3,560

3 利子割交付金 62,489 88,617 △ 26,128

4 配当割交付金 697,453 753,514 △ 56,061

5 株式等譲渡所得割交付金 709,041 1,075,377 △ 366,336

6 分離課税所得割交付金 152,120 172,394 △ 20,274

7 法人事業税交付金 2,217,396 1,968,702 248,694

8 地方消費税交付金 20,331,795 19,458,501 873,294

9 ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 89,890 91,210 △ 1,320

10 環境性能割交付金 617,496 484,639 132,857

11 軽油引取税交付金 5,754,349 5,761,320 △ 6,971

12 国有提供施設等所在市町村助成交付金 342,277 326,937 15,340

13 地方特例交付金 1,374,171 3,315,023 △ 1,940,852

14 地方交付税 33,647,750 35,026,248 △ 1,378,498

15 交通安全対策特別交付金 394,593 438,005 △ 43,412

16 分担金負担金 762,211 766,812 △ 4,601

17 使用料手数料 4,206,645 4,239,399 △ 32,754

18 国庫支出金 82,774,438 94,011,312 △ 11,236,874

19 県支出金 20,132,122 22,230,492 △ 2,098,370

20 財産収入 574,764 2,002,166 △ 1,427,402

21 寄附金 2,540,497 2,642,872 △ 102,375

22 繰入金 8,683,480 3,551,848 5,131,632

23 繰越金 11,177,211 10,874,880 302,331

24 諸収入 10,068,789 7,145,882 2,922,907

25 市債 34,406,300 29,461,800 4,944,500

〈歳出〉 (単位:千円)

1 議会費 905,931 893,864 12,067

2 総務費 41,252,083 42,655,743 △ 1,403,660

3 民生費 121,125,710 128,704,907 △ 7,579,197

4 衛生費 37,478,571 34,491,459 2,987,112

5 労働費 460,211 368,662 91,549

6 農林水産業費 5,386,620 7,090,458 △ 1,703,838

7 商工費 10,901,322 11,993,884 △ 1,092,562

8 土木費 49,694,508 44,664,272 5,030,236

9 消防費 11,346,990 11,356,789 △ 9,799

10 教育費 63,681,064 60,206,713 3,474,351

11 災害復旧費 3,749,351 2,469,558 1,279,793

12 公債費 35,394,681 38,499,614 △ 3,104,933

13 予備費 0 0 0

14,602,788 11,177,211 3,425,577

計 395,979,830 394,573,134 1,406,696

５　一般会計決算額　前年度との比較

  款
4年度
決算見込
Ａ

3年度
決算
B

比較
Ａ - Ｂ

歳入歳出差引

  款
4年度
決算見込
Ａ

3年度
決算
B

比較
Ａ - Ｂ

計 381,377,042 383,395,923 △ 2,018,881
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６ 市税の収入状況 

                                   (単位:百万円、%) 

 ① 

R3 決算額 

② 

R4 最終予算 

③ 

R4 決算見込 

④(③-①) 

決算増減 

④/① 

決算増減率 

③-② 

予算増減 

市民税 個人 64,208 64,549 64,542 334 0.5 △7

法人 8,101 9,780 10,256 2,155 26.6 476

固定資産税 52,736 55,082 55,092 2,356 4.5 10

軽自動車税 2,485 2,620 2,644 159 6.4 24

市たばこ税 4,652 4,830 4,923 271 5.8 93

事業所税 5,434 5,433 5,476 42 0.8 43

都市計画税 7,333 7,531 7,550 217 3.0 19

その他の税 52 75 99 47 90.4 24

計 145,001 149,900 150,582 5,581 3.8 682

７ 収入率及び滞納繰越額の状況 
【令和 4年度収入率】                         (単位:百万円、%) 

※収入率は、円単位で計算した。

【滞納繰越額】                    (単位:百万円) 

 R4 R3 R4－R3 

① 前年度末の滞納繰越額 1,954 3,032 △1,078

② ①のうち、収入額 724 1,349 △625

③ 執行停止額 190 211 △21

④ 時効額 29 47 △18

⑤ 調整額（調定減等） △9 △266 257

⑥ 新規滞納額 797 795 2

⑦ 年度末滞納繰越額 

 ①-②-③-④+⑤+⑥ 
1,799 1,954 △155

⑧ 滞納繰越額の増減 ⑦-① △155 △1,078 923

 ① 

R4 調定額 

② 

R4 収入額 

③（②/①） 

R4 収入率 

④ 

R3 収入率 

③-④ 

収入率増減 

市民税 個人 64,551 64,050 99.22 99.21 0.01

法人 10,237 10,241 100.04 100.07 △0.03

固定資産税 55,133 54,928 99.63 99.63 0.00

軽自動車税 2,646 2,629 99.36 99.19 0.17

市たばこ税 4,923 4,923 100.00 100.00 0.00

事業所税 5,477 5,471 99.89 99.93 △0.04

都市計画税 7,555 7,527 99.63 99.63 0.00

その他の税 89 89 100.00 90.67 9.33

現年課税分計 150,611 149,858 99.50 99.48 0.02

滞納繰越分 1,944 724 37.24 48.79 △11.55

合 計 152,555 150,582 98.71 98.53 0.18
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